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令和６年度事業計画 
 

 

公益社団法人京都不動産研究協会 

 

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

当協会の目的達成のため、次の事業を行う。 

 

１．事業計画 

 

（１）不動産無料相談会の開催 

 

 ① 相談内容 

  不動産全般に関する相談 

  （売買・価格・借地借家・地代家賃・遺産相続・登記・税金・紛争・ 

  その他不動産関連事項） 

 ② 相談員 

  当協会員を中心に、不動産等関連の専門家 

（弁護士・税理士・司法書士・不動産鑑定士・土地家屋調査士・ 

  宅地建物取引士、一級建築士） 

 ③ 開催数 

  本年度４回を開催予定 

 ④ 対象相談者 

一般市民 

 ⑤ 開催場所 

       中京区役所 

 ⑥ 開催案内 

マイシティライフ（京都市消費生活情報誌）、京都市 HP『情報館』、

京都市消費生活総合センターHP、各報道機関に対する記者レクチャー

を通じた広報など 

⑦ その他 

       ・相談は事前予約制で行うこととし、人数制限（各１５組）を設ける。 

・全て京都市との共催で実施する。 
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 実施予定 

 

    第１回相談会 

       日   時 ： 令和６年４月１８日（木）午後 

       時   間 ： 午後１時～４時３０分 

       会   場 ： 中京区役所  

       相 談 員 ： 弁護士・税理士・司法書士・不動産鑑定士・ 

               土地家屋調査士・宅地建物取引士・一級建築士 

       相 談 者 ： 一般市民 

 

 

    第２回相談会 

       日   時 ： 令和６年７月５日（金） 

時   間 ： 午後１時～４時３０分 

会   場 ： 中京区役所 

相 談 員 ： 弁護士・税理士・司法書士・不動産鑑定士・ 

        土地家屋調査士・宅地建物取引士・一級建築士 

相 談 者 ： 一般市民 

 

 

第３回相談会 

  日   時 ： 令和６年１０月１８日（金） 

       時   間 ： 午後１時～４時３０分 

       会   場 ： 中京区役所  

       相 談 員 ： 弁護士・税理士・司法書士・不動産鑑定士・ 

               土地家屋調査士・宅地建物取引士・一級建築士 

       相 談 者 ： 一般市民 

 

 

 第４回相談会 

  日   時 ： 令和７年１月２８日（火） 

       時   間 ： 午後１時～４時３０分 

       会   場 ： 中京区役所 

       相 談 員 ： 弁護士・税理士・司法書士・不動産鑑定士・ 

               土地家屋調査士・宅地建物取引士、一級建築士 

       相 談 者 ： 一般市民 
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（２）研修懇親会 

 

 ① 研修目的 

会員の品位の保持・資質の向上を図り、また、当協会の事業の推進に

あたり、日常、各分野で活動中の会員間の相互交流を通じて、それぞ

れの専門分野での研鑚を積み、今後の事業内容・市民の相談への対応

などの充実を図るためにおこなう。 

 

 

② 実施回数・時期 

年２回～３回程度を予定（夏期・年末・年始等） 

 

 

 ③ 実施規模 

  当協会会員（３３名程度） 

 

 

 ④ 計画担当者 

理事会にて、具体的に計画を策定する理事を選任し、理事会の決定を

得て実施する。 



　　　　　　　　収　　支　　予　　算　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　京都不動産研究協会 (単位：円）

公１ 小計 収１ 他１ 共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 6 6 6 6 0

基本財産利息収入 6 6 6 6 0

特定資産運用益

中科目別記載

受取入会金 26,046 26,046 2,791 2,791 11,163 40,000 40,000 0

入会金 26,046 26,046 2,791 2,791 11,163 40,000 40,000 0

受取会費 120,900 120,900 13,020 13,020 52,080 186,000 198,000 △ 12,000

会員会費 120,900 120,900 13,020 13,020 52,080 186,000 198,000 △ 12,000

雑収益 3 3 1 4 4 0

受取利息 3 3 1 4 4 0

経常収益計 146,955 146,955 15,811 15,811 63,244 226,010 238,010 △ 12,000

（２）経常費用

事業費 265,000 265,000 25,000 25,000 290,000 290,000 0

会場費 25,000 25,000 25,000 25,000 50,000 50,000 0

旅費交通費 240,000 240,000 240,000 240,000 0

印刷製本費 0 0 0 0 0

広告宣伝費 0 0 0 0 0

管理費 165,000 165,000 165,000 0

会議費 10,000 10,000 10,000 0

通信運搬費 45,000 45,000 45,000 0

支払負担金　 20,000 20,000 20,000 0

消耗品費 10,000 10,000 10,000 0

慶弔費 10,000 10,000 10,000 0

雑費 70,000 70,000 70,000 0

経常費用計 265,000 265,000 25,000 25,000 165,000 455,000 455,000 0
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 118,045 △ 118,045 △ 9,189 △ 9,189 △ 101,756 △ 228,990 △ 216,990 △ 12,000

２．当期経常増減額 △ 118,045 △ 118,045 △ 9,189 △ 9,189 △ 101,756 △ 228,990 △ 216,990 △ 12,000

（１）経常外収益

中科目別記載

経常外収益計

（２）経常外費用

中科目別記載

経常外費用計

当期経常外増減額

他会計振替額

当期一般正味財産増減額 △ 118,045 △ 118,045 △ 9,189 △ 9,189 △ 101,756 △ 228,990 △ 216,990 △ 12,000

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等

・　・　・　・　・

一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

法人会計 内部取引控除 当年合計科     目
収益事業等会計

前年度 増減

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

公益目的事業会計
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